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1.  概要

1.1 調査期間：2021年3月-2025年3月

1.2 目的

タスク17の目的は、気候変動によって増大するリスクに対して、水力発電事業者がとるべき具体的
な対策を検討することであり、その目的は以下の通りである：

⚫洪水災害やその他の関連リスクについて、リスクを特定し、対策を検討する。

⚫調査結果から得られた貴重な知見を報告する。
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1.3 Task Contents

Sub-Task1:（進行中）

気候変動が引き起こす潜在的な自然災
害の予測と対策、電力施設の安全点検
のための設計基準の評価
(Coordinating country: Switzerland)

▪ 水力発電所に対する気候変動の潜在
的影響を概観し、起こりうる影響を
予測し、気候変動の影響に対する回
復力を強化するための先制的な対策
と革新的な設計基準を作る。
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Task 17 は1~3のサブタスクで構成される



1.3 Task Contents

Sub-Task2:（完了）

異常洪水による水力発電設備被害への
減災対策
(Coordinating country: Japan)

▪ 過去の運用や災害経験等に基づた、
水力発電設備の安全性を向上させる
ための対策。
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Task 17 は1~3のサブタスクで構成される



1.3 Task Contents

Sub-Task3:（完了）

貯水池の堆砂管理
(Coordinating country: Japan)

▪ 環境への影響、費用対効果、技術を
考慮した上流から下流に至るまでの
土砂除去方法。
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Task 17 は1~3のサブタスクで構成される



2. 活動経緯
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2.1 これまでの経緯
2021年 3月

10月
7~12月

2022年 1月
3月
11月
12月

2023年 1月
5月
10月

2024年 5月
8~11月
11月

2025年 2月
3月

第38回ExCO Task17の提案書の承認
第39回ExCO Task17に関する審議と基本的な承認
事例文献調査実施・国内アンケート調査実施
国内委員会 提案書の見直しの協議（Sub-Task1の追加）
第40回ExCO 提案書見直しの承認
第41回ExCO Task17の進捗状況報告
Expert Meeting 参加国の募集とアンケート調査（海外分）への協力依頼
国内専門委員会、国内委員会 SubTask2と3について、今後の方向性の確認
第42回ExCO Task17の進捗状況報告と今後の方向性の確認
第43回ExCO 分析・評価結果について報告、追加事例調査の必要性の指摘
第44回ExCO Task17の進捗状況報告
国内専門委員会、国内委員会 SubTask2と3について、取りまとめの方向性確認
第45回ExCO Task17のとりまとめの方向性の確認
国内専門委員会、国内委員会 Task17 最終報告書について（Sub-Task2及び3）
国内報告会 Task17 最終報告書発表（Sub-Task2及び3）

ExCO: IEA Hydro執行委員会
Expert Meeting: IEA Hydro専門家会合



2.2 アンケート調査と文献調査（実績）

■アンケート調査（国内向け）

調査期間： 2021年 10月 ~ 12月

対象：電力会社 6社 + 公益電気事業者 25機関

■アンケート調査（海外向け）

調査期間： 2022年12月～ 2023年3月

■文献調査

調査期間：2021年 7月 ~ 12月. 

Sub-Task2： 30 件（国内） + 10 件（海外）

Sub-Task3： 20 件 (国内） + 10 件（海外）
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3. 最終報告書の概要

3.1  異常洪水による水力発電設備への減災対策 (Sub-Task2 )

3.1.1 異常洪水の概念

3.1.2 洪水被害の整理
設計洪水量を越える洪水
不測の事態による洪水

3.1.3気候変動へのレジリエンス強化対策
設計洪水量を超える洪水災害への対策
不測の事態による洪水災害への対策

3.1.4 レジリエンス強化対策と実施上の課題

3.1.5 その他の減災対策
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3.1.1 異常洪水の概念
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異常洪水
（１）設計洪水量以上の洪水：想定を上回る流量による洪水
（２）不測の事態による洪水：出水・土石流、構造物の崩壊などに起因する洪水

設計時に想定出来ていた洪水による被害（設計洪水量以下の洪水）



3.1.1 異常洪水の概念

文献調査及びアンケート結果をまとめると、異常洪水は次のように整理される
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災害のケース 具体的な事象例

設計洪水量以上の洪水 • 設計時の想定以上の洪水

不測の事態による洪水 • 上流からの土砂の流入
• 河川流域の斜面崩壊による河川のせき止め（水位上昇）
• 発電設備周辺の予期せぬ場所からの大量出水、土砂流入
• その他



3.1.2 洪水被害の整理

水力発電所の洪水被害調査結果（国内）
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Type 被災数
被災原因

洪水 土砂 両方

流れ込み式 21 14 1 6

調整池式 14 6 0 8

貯水池式 2 0 0 2

調整池式 貯水池式流れ込み式

流れ込み式では、46%の被害が取水口や洪水吐に集中し
ていた。

調整池式では、41%の被害が取水口や洪水吐に生じてお
り、発電所や放水路での被害がそれに続いている。

貯水池式で、被害は発電所に生じている。0
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3.1.2 洪水被害の整理

構造物別被害概要（流れ込み式）

構造物 被害概要 発電所名

堰・
ダム

①えん提、取水堰、ダムの損傷
②浸水による機器故障
③土石堆積

①永松、下台、犀川、熊川第一、島
②称名川第二
③称名川第二

取水口 ①取水設備の損壊
②土石堆積
③余水路地表部洗堀

①川辺第一、湯之谷、羽根尾、玉野、
佐見川、葛根田第二

②称名川第二
③先達

導水路 ①土石流による閉塞および損壊 ①下台、太田川、熊川第一

鉄管 ①鉄管法面の崩壊
②水圧鉄管管理橋橋脚不等沈下

①先達
②永松

発電所 ①発電所冠水および浸水
②水車に土砂流入
③土砂崩れによる全壊
④発電所の護岸損壊

①先達、湯之谷、早戸川、道志第四
②太田川
③長殿
④羽根尾

放水路 ①護岸の一部損壊 ①永松

湯之谷発電所えん提被災状況

永松発電所水圧鉄管管理橋被災状況
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3.1.2洪水被害の整理

構造物別被害概要（調整池式）

構造物 被害概要 発電所名

堰・ダム ①洪水吐ゲートの損傷
②浸水によるダム管理設備の被災

①滝
②新菅原

取水口 ①土砂流入による閉塞
②取水設備の被災
③取水堰基礎部および左岸護岸部
の洗掘被災

①滝、宮下
②湯山
③須川

発電所 ①発電所の浸水および冠水
②護岸損壊

①新猪谷、山須原、大津、滝、新黒部
川第二
②大津

放水路 ①土砂流入および堆積
②制水ゲート開閉装置の冠水

①大津、滝
②新猪谷

湯山発電所大間川えん堤被災状況

須川発電所上野川取水堰被災状況
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3.1.2 洪水被害の整理

構造物別被害概要（貯水池式）

構造物 被害概要 発電所名

発電所 ①発電所冠水
②開閉所浸水

①上椎葉、塚原
②上椎葉

上椎葉発電所 水車・発電機の冠水状況 上椎葉発電所 変圧器損傷状況
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3.1.3 気候変動へのレジリエンス強化対策 (1/5)

構造物 設計洪水量を超える災害への対策 不測の事態による災害への対策（出水・土石流）

全体

• 設計洪水量の見直し
• 計画堆砂勾配を設定（この条件での背水計算により
道路、護岸等の対策を立案）

• 流入予測システムの導入

• 河川整備計画と整合させる

貯水池、
調整池

• 河川整備計画と整合した調整池内の継続的な浚渫の実施
• 河川整備計画と整合した調整池内護岸、導流壁等の整備
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3.1.3 気候変動へのレジリエンス強化対策 (2/5)

構造物 設計洪水量を超える災害への対策 不測の事態による災害への対策（出水・土石流）

取水設備
（取水関、
取水ダム、
取水口）

• 取水堰の拡幅（流下能力の向上）
• 橋脚廃止、ピア廃止（流積拡大）
• 取水ダム、取水堰ゲートの廃止→SR合成起伏堰に変
更（流下能力向上、流木対策、運用簡素化）

• 固定堰の廃止→SR合成起伏堰に変更（流下能力向上、
流木対策、運用簡素化）

• 越流長の拡幅（流下能力向上）
• 取水ダム越流部摩耗部分を耐摩耗鋼板で強化（洗堀
防止）

• 取水ダム水叩き部分の強化・破損防止（洗堀防止）
• 取水堰護岸の嵩上げ
• 各種操作盤を高所に移設（ゲート操作用、測水用
等）

• 固定堰の廃止→ゴム布引製復帰堰に変更

• 除塵機操作盤を高所に移設
• チロリアン式取水口への改修（前面堆砂による取水不能防止）
• 制御機器の高所への移設
• 運転保守の見直し
• 取水制御機能のスリム化
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3.1.3 気候変動へのレジリエンス強化対策 (3/5)

構造物 設計洪水量を超える災害への対策 不測の事態による災害への対策（出水・土石流）

洪水吐

• ゲート巻き上げ室を高所に移設（操作盤機器の水没
防止）

• 越流天端の切り下げ（流下能力向上）
• 洪水吐ゲートの廃止し、越流天端の嵩上げ、越流⾧
延伸しゲートレス化（流下能力向上、流木対策）

• ピア廃止（流積拡大）
• 洪水吐ゲートの改良（中央門を廃止し、越流部分を
切り下げ、クレストローラーゲートを設置）

• ゲート操作盤の高所への移設
• 洪水吐の強化

• 洪水吐の改良

導水路
• 水圧管路の移設 • 水圧管路周辺の雨水排水処理能力強化

• 導水路に沿った沢水対策強化
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3.1.3 気候変動へのレジリエンス強化対策 (4/5)

構造物 設計洪水量を超える災害への対策 不測の事態による災害への対策（出水・土石流）

発電所

• 水密性向上（ウレタン樹脂材注入、防水扉の設置）
• ケーブルダクトの閉塞
• 冠水防護壁の設置（冠水防止）
• 敷高の嵩上げ
• 電源関連機器の上部階への移設（浸水防止）
• 屋外開閉所周辺に冠水防護擁壁設置
• 発電所進入路の整備
• 発電所の高所への移設
• 発電所建屋地下に逆流防止弁を設置（浸水防止）
• 排水ピットの機能改善
• 変電所の嵩上げ

• 発電所防水壁の嵩上げ
• 発電所の防水対策強化（防水扉設置、浸水防止のための電動弁
（給排気系）設置）

• 発電所上流に根固めブロック設置
• 発電所外壁補強（補強アンカー設置）
• 発電所進入路背面の斜面補強（グランドアンカー工）の実施
• 水密性向上（排水ポンプ出口の壁孔隙間を埋めた）
• 構造物周辺の排水処理能力の向上
• 換気扇開口部の閉塞（水の侵入防止）
• 換気ルートの変更（水の侵入防止）
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3.1.3 気候変動へのレジリエンス強化対策 (5/5)

構造物 設計洪水量を超える災害への対策 不測の事態による災害への対策（出水・土石流）

放水口、
放水路

• 放水口ゲートの設置（発電所への浸水防止）
• 放水口防護壁の嵩上げ
• 導流壁の強化（減勢効果を高め下流の洪水被害低
減）

• 放水庭構造の見直し（越流しない構造に改める）
• 放水庭の嵩上げ
• 放水口と下流発電所の取水口を直結させる（カス
ケードされた発電所の洪水被害の低減策）

• 放水池制水ゲート開閉装置の設置スラブの嵩上げ
（操作盤の浸水防止）

• 放水路の移設
• 放水路の補強（転圧コンクリート上にさらに鉄筋コ
ンクリートを敷設）

• 放水口開口部の暗渠化（土砂流入防止）
• 放水庭護岸の嵩上げ
• 放水口を出水土砂の影響を受けない下流の調整池内に移設し、放
水路トンネルを建設
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3.1.4レジリエンス強化対策と実施上の課題 (1/2)

対策工事のステージ 課題

１．対策工事の計画立案

①行政との調整 河川整備計画との整合、関連法（河川法、環境アセスメント法等）遵守

②地域との調整 地域利害関係者、地権者等からの合意（了解）の取付

２．対策工事の実施

①立地条件に起因する課題
（国立公園内、観光地等）

・各種環境への対策が必要
➢ 動植物・魚類等への配慮
➢ 濁水発生防止
➢ 騒音、大気汚染防止
➢ 交通問題（安全、渋滞、事故防止等の対策）

・施工時期（観光シーズン不可）景観配慮等
・施工方法等への規制

➢ 大型機械、重機等の利用制限

②気象条件に起因する制約 施工時期
➢ 出水時期（渇水期に工事を限定）
➢ 豪雪時期
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3.1.4レジリエンス強化対策と実施上の課題 (2/2)

対策工事のステージ 課題

２．対策工事の実施

③地形やインフラ整備状況に
よる制約

• インフラの未整備・アクセス困難
• 工事用地がない、狭い

➢ 施工方法の制約、大型機械、重機等の利用制限

④被災状況による制約 • アクセス道路の流失
• 斜面崩壊の危険がある

➢ 斜面崩壊防止を図った上での復旧工事

⑤構造物改善の困難性 • 本来であれば設計洪水量を見直し、安全に流下させるような構造に改善すべきであるが、
構造物によっては変更（取り壊し）が困難な事例もある。このような場合には、同規模の
洪水が発生した場合の被害を軽減するための対策を講じる必要がある。
➢ 水密性の向上
➢ 防水壁の改善

⑥その他（廃材の活用） • 工事で発生した砕石、残土の活用
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3.1.5そのほかの減災対策（主にソフト面）
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予測手法の精緻化
• アンサンブル予測雨量を用いた洪水時ダム操作決定方法に関する研究
• アンサンブル降雨予測情報の発電ダム貯水池高度運用への適応検討
• ダム流入予測の精度向上および発電運用最適化技術の高度化の取り組み

モニタリング技術の活用
• ダム下流の洗堀現象のモニタリングに関連した下流河床位測量の高度化に関する事例紹介
• カメラ/AI技術を用いた導水路内部点検高度化の取り組み

河川管理者による取り組み
• あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換
• 気候変動の影響を反映した治水計画等への見直し
• 防災/減災のためのすまい方や土地利用の推進
• 災害発生時における人流/物流コントロール
• 交通/物流の機能確保のための事前対策
• 安心/安全な避難のための事前対策
• インフラ老朽化対策や地域防災力の強化
• 新技術の活用による防災/減災の高度化/迅速化
• わかりやすい情報発信の推進



3. 最終報告書の概要

3.2 Sub-Task3  貯水池の堆砂管理

3.2.1 堆砂管理の必要性
発電有効容量の確保
環境保護
災害対策

3.2.2 堆砂管理の方法
掘削、浚渫、土砂還元、排砂バイパストンネル、フラッシング、スルーシング

3.2.3 堆砂管理の課題

土捨て場の確保（不足）, インフラの整備, 騒音防止、振動防止、その他

3.2.4 堆砂管理の評価
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3.2.1 堆砂管理の必要性

25

発電有効容量の確保

※事例数：40 (日本: 28、海外：12)

※複数回答の結果を含む

30

25

13

2
12 ■発電有効容量の確保

■環境保全
■災害対策
■法令順守
■その他

本調査が水力発電事業者を対象としてい
ることから、ある意味当然の結果

環境保全

ダム下流域の環境保全（生態系の保全）
への配慮が最も多く、ダムの下流域の環
境に細かな配慮をしていることが伺える

災害対策

貯水池の上流域での堆砂（河床上昇）に
よるバックウォータの影響による上流域
の冠水を防止する目的が多く上げられて
いた



3.2.2 堆砂管理の方法

26

29

13
9

9

7

11 ■浚渫・掘削後湖内輸送
■フラッシング
■土砂還元
■スルーシング
■排砂バイパストンネル
■その他

※事例数：40 (日本: 28、海外：12)

※複数回答の結果を含む

一般的な堆砂除去
(浚渫・掘削、土砂還元、
フラッシング、スルーシング)

日本や海外で広く実施されている

その他
通砂量を増加させたり、土砂生成量を減少
させるためにダムの運用ルールを変更する
事例が見受けられた



3.2.2 堆砂管理の方法

日本での堆砂管理の方法(1/2)

ダム名 堆砂管理の方法 基本理念 環境への影響 環境への影響の対策と課題

出し平ダム、宇奈月ダム
• フラッシング
• 通砂

• 貯水池の機能確保
• 下流域の河床低下防止
• 海岸浸食の防止

スラッジの排出
による魚類への
影響

• 貯水池内の土砂を削減
• 土砂除去時のSS濃度を抑制
• 自然河川の流下時間と流下時間
の増加

• ダム上流から海岸までの総合的
な土砂管理

井川ダム
• 浚渫
• 河床改修

• 放水路の堆積物対策 N/A N/A

佐久間ダム
• 浚渫
• 掘削
• フラッシング

• 貯水池の機能確保
• ダム上流の洪水防止
• 河川の土砂輸送システムの
連続性の確保

N/A
河川上流から海岸までの砂輸送シ
ステムの改善
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3.2.2 堆砂管理の方法

日本での堆砂管理の方法(2/2)

ダム名 堆砂管理の方法 基本理念 環境への影響 環境への影響の対策と課題

川迫ダム及び九尾ダム • 掘削

• 官民協力による撤去土砂の
処分場の確保ダム上流域の
洪水防止貯水池の有効容量
の確保

公道での騒音と
振動

新たな処分場の設置による影響の
緩和

瀬戸石ダム
• 掘削
• フラッシング
• 通砂

• 土砂の通過・除去作業によ
る上流域の洪水防止

• 土砂輸送による下流河川お
よび沿岸域の環境改善

土砂堆積による
水位上昇による
上流・下流域へ
の洪水被害の懸
念

土砂の除去（関係者との調整）

28



3.2.2 堆砂管理の方法

堆砂の増加原因
・40件中9件が堆砂量の増加を示している。
・明確な増加理由を示しているのは下記のみである。

堆砂の増加原因 ダム名

大雨後の土砂増加 大正池ダム

地形的に急峻で、上流域は脆弱な地質条件であったこと 下久保ダム

ダム上流の大規模地すべり 高瀬ダム、矢作ダム

２０１４年の記録的洪水 Jirau Dam(Brazil)

台風による大規模な洪水、地震による土砂崩れ Binga Dam(Philippines)

ダム上流は地すべりが多いので、地すべり対策は堆砂管理に影響を及ぼす。

29



3.2.3 堆砂管理の課題

30

課題 対策の例

対応不可能な多量の土砂流入
• 上流における土砂流出防止工事等（森林保全、山間部の斜面
崩壊防止、砂防工事）

土捨て場の確保

• 地権者と交渉し、十分な容量を有する土捨て場の確保
• ダム下流河川への置き土
• 貯水池死水域への移送
• 骨材・路盤材としての活用

除去した堆砂を搬出するための道路が未整備
• 搬出路の整備・新設
• ベルトコンベアーの導入

公共道路への騒音・振動
• 公共道路の整備
• 交通規制
• ベルトコンベアーによる土砂搬出

洪水吐ゲートからの堆砂対策放流が限定的で、計画堆砂
量以下にならない。

• 堆砂排出運用の見直し（貯水池の水位を下げたスルーシン
グ）

貯水池はインフラの未整備な山間部に位置することが多く、それに伴う課題が生じる



環境への影響 対策 ダム名

濁水による下流への影
響

堆砂対策放流は濁水対策として出水時に実施。 奥吉野 P/S

下流への砂供給量減 下流で砂利採取を行っている事業者が、ダムから直接砂利採
取を行うよう対応

下久保ダム

景勝地への影響 土砂混じり貯留水の取水防止のための浚渫 名頃ダム,霞沢P/S,西山P/S

ヘドロ化した堆砂の排
出による魚類への影響

• ダムの土砂堆積の低減
• 排砂時のSS 濃度を抑制
• 自然流下時間・回数の増
• 河川から海岸までの土砂管理

宮ケ瀬、出し平、宇奈月、佐久間、

矢作、一庫、長安口、瀬戸石、耳川
水系ダム、真名川、高瀬ダム
Jirau Dam (Brazil)

土砂の車両運搬時の
騒音・振動

道路改修、長距離コンベアの建設等 小渋、川迫、九尾ダム

生態系への影響 貯水池上下流での生態系影響のモニタリング 宮ケ瀬、美和、矢作、一庫、長安
口、耳川

3.2.3堆砂管理の課題

堆砂によるダム下流への環境影響とその緩和策
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堆砂管理の評価は、必要性（堆砂管理の目的）と密接な関係を有している。
そのため、必要性の表と対応した形で整理した。

3.2.4堆砂管理の評価

32

発電有効容量の確保 環境保全 災害対策 法令順守 その他

効果あり 15 13 9 1 8

効果なし 2 0 0 0 0

不明（監視中） 13 12 4 1 4

合計 30 25 13 2 12

効果があった割合 50% 52% 69% 50% 67%

※事例数：40 (日本: 28、海外：12)

※複数回答の結果を含む



評価結果:

▪ およそ50%の施設は堆砂管理の主要課題である発電有効容量の確保や環境保全について、目的
を達成できている。

▪ 一方で残りの半数については効果なしもしくは不明という状況である。

▪ 同様の傾向が法令順守と災害対策の項目でも確認できる。

提言:

▪ 堆砂管理の問題は長期間にわたる重要な問題である。そのため、これらの主要課題の状況を長
期かつ継続的な監視を行うことが重要である。

3.2.4 堆砂管理の評価
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3.2.4 堆砂管理の評価
堆砂管理の体系化

34

治山対策（斜面崩壊防止対策）

貯水池の上流 砂防ダム

貯水池への土砂流入量の防止と低減 森林保全対策

土砂還元（ダム下流へ置き土）

貯水池の上流端 貯砂ダム 湖外搬出 土捨て場

骨材として活用

掘削・浚渫

貯水池内に流入した土砂の排除 排砂バイパス 湖内移送（死水域へ移送）

フラッシング（洪水時）

スルーシング（洪水時）

貯水池内に流入した土砂を 密度流排出

そのまま流下させる 発電して放流

治山対策
（斜面崩壊防止対策）

貯水池の上流 砂防ダム

貯水池への土砂流入量の
防止と低減

森林保全対策

土砂還元
（ダム下流へ置き土）

貯水池の上流端 貯砂ダム

湖外搬出 土捨て場

湖内移送
（死水域へ移送）

骨材として活用
掘削・浚渫

貯水池内に流入した
土砂の排除

排砂バイパス

フラッシング
（洪水時）

スルーシング
（洪水時）

貯水池内に流入した土砂
をそのまま流下させる

密度流排出

発電して放流



4.1 教訓 Sub-Task2

▪ ゲートその他の発電所内の電気機器の制御パネルを洪水で水没しない高所に移動させる。

▪ 発電所設備への水の侵入を可能な限り防止する。（水密性を向上させる）

▪ 発電設備周辺の排水処理能力を向上させる。
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新たな異常洪水に対して、構造物を改善すれば対応可能な場合には、構造物の改善により、異
常洪水に適切に対応すればよい。
しかし、発電所設備の地点によっては、地形的な制約、構造物取壊し上の制約、コスト上の制
約等、により構造物の改造が困難な場合も多く存在する。そうした場合には異常洪水を安全に
流下させることは困難である。仮に再び同規模な異常洪水に見舞われた場合には、洪水被害を
受けることになる。その際は、災害を可能な限り小さくするための減災対策が極めて重要とな
る。
今回の調査から、この減災対策には電気設備関連の水没による被害（制御不能）を防止するこ
とが有効であると考えられ、次の点に留意することを教訓として得た。



4.2 教訓 Sub-Task3

▪ 堆砂管理計画は河川管理者が管理する「河川整備」計画と整合していること。

▪ 堆砂管理計画実施時には、流域の利害関係者、土地所有者、住民の合意を得ること。

▪ 実施中には、上流から下流および沿岸地域までの流域全体の環境保全に注意を払うこと。
（植物相、動物相、魚類など、および堆砂の移動を考慮）

▪ 堆砂管理が環境に与える影響を常に理解するために、定期的かつ継続的なモニタリングを
実施すること。

36

1. 堆砂管理は水力電気事業者のみで実施できるものではない。

2. 堆砂管理を円滑に実施するためには、次の点に留意する必要がある。



4.3 好事例の紹介 Sub-Task3
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Sub-Task-3の最終章（３-６章）には、前述の教訓が十分に考慮された好事例２件を掲載した。

１．黒部川水系 出し平ダム、宇奈月ダム連携排砂（関西電力）
２．耳川水系 総合土砂管理計画（九州電力）

＊詳細な内容は、最終報告書を参照願います



nishiuch@criepi.denken.or.jp

ご清聴ありがとうございました。

https://jepic.dn-cloud.com/cgi-bin/dneo/zwmljs.cgi?_=1729123764498

